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答申第  ６４  号 
平成 19年９月 26日 

 
兵庫県知事 様 

 
                        情報公開審査会 
                           会長 錦織 成史 
 

公文書の部分公開決定に係る異議申立てに対する決定について（答申） 
 

 平成 18年３月９日付け諮問第 152号で諮問のあった下記の公文書に係る標記の件に
ついて、別紙のとおり答申します。 
 

記 
 
１ 平成１７年度「住民基本台帳ネットワークシステム及びそれに接続している既設ネ

ットワークシステムに関する調査表による自己点検」集計結果一覧表 

 
２ 平成１７年度「住民基本台帳ネットワークシステム及びそれに接続している既設ネ

ットワークシステムに関する調査票による自己点検」及び「システム運用監査」の

実施について（平成 17年 6月 13日付け市振第 1429号市町振興課長通知） 
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（別紙） 

 

答     申   
 
 
第１ 審査会の結論 
   「平成 17年度『住民基本台帳ネットワークシステム及びそれに接続している既設ネ

ットワークシステムに関する調査表による自己点検』集計結果一覧表（兵庫県）」（以

下「本件公文書１」という。）及び「平成 17 年度『住民基本台帳ネットワークシステ
ム及びそれに接続している既設ネットワークに関する調査表による自己点検』及び『シ

ステム運用監査』の実施について（平成 17年６月 13日付け市振第 1429号市町振興課
長通知）」（以下「本件公文書２」という。）に係る部分公開決定において、実施機関が

非公開とした部分のうち、別表に掲げる「公開すべき部分」については、これを公開

すべきである。 
   なお、実施機関のその余の判断は、妥当である。 
 
第２ 異議申立人の主張要旨 
 １ 異議申立ての趣旨 
      本件異議申立ての趣旨は、本件公文書の公開請求に対して、実施機関が平成 18年２
月 21日付けで行った部分公開決定を取り消し、その全部を公開するよう求めるもので
ある。 

 
 ２ 異議申立人の主張要旨 
      異議申立書、意見書において述べられた本件異議申立ての理由は、次のとおり要約さ
れる。 

  (1) 本件公文書１のうち回答欄及び回答集計欄（項目名含む）（以下「非公開部分１」
という。）について 
ア 実施機関は、県内の４９市町および１４８設問のすべてについて、一律に全面非

公開としている。こうした一律全面非公開は不当かつ違法であり、設問毎に個別に

判断されるべきである。住民基本台帳ネットワークシステムについての是非はとも

かくとして、こうした一刀両断的な非公開決定は、実施機関の情報公開に対する基

本姿勢そのものを疑わせるものである。 
    

イ 神戸市に対して公開請求した同文書について、神戸市は「部分公開決定」し、設   
 問 45～48、55～68、124～145を非公開とし、他は公開するという個別判断をして
いる。 
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 ウ 異議申立人は、「本人確認情報の提供にあたってのセキュリティ体制チェックリ

スト」に係る非公開決定についての異議申立てを平成１６年９月２日に行っている。

本チェックリストは、「住民基本台帳ネットワークシステム及びそれに接続してい

る既設ネットワークに関する調査票」をほぼ踏襲したものである。 
    目下係争中の「兵庫住基ネット訴訟」の過程で被告 13 市１町が作成、県に提出
した本チェックリストについて、その提出を求める文書提出命令の申立てが神戸地

裁宛てに原告からなされた。大阪高裁は県の即時抗告を棄却し、その結果、県は同

文書を神戸地裁に提出した。大阪高裁は、その決定の中で、「本件文書が証拠とし

て提出されたとしても、それにより公共の利益を害し、または公務の遂行に著しい

支障を生じる恐れがあるとまで認められず」としている。 
 

(2) 本件公文書２の別添「住民基本台帳ネットワークシステム及びそれに接続している 
既設ネットワークに関する調査表」の参考資料２（以下「非公開部分２」という。）

及び財団法人地方自治情報センター「チェックリストの対策案に係る要領・手順書の

参考例」のうち（別紙１）～（別紙２０）（以下「非公開部分３」という。）について、 
これらが公開されると、「システムの攻撃者に対して有益な情報となり、不正な侵入

等の危険を増大させる」としているが、単なる蓋然性を述べたにすぎず、具体的な危

険性を説明していない。 
 

(3)  本件公文書２の平成 17年６月 10日付け総行市第 513号総務省自治行政局市町村課 
長通知の別紙１及び財団法人地方自治情報センター「チェックリストの対策案に係る

要領・手順書の参考例」のうち指定情報処理機関（チェックリスト問い合わせ窓口）

チェックリスト担当の電話番号、FAX番号、e-mail アドレス（以下「非公開部分４」
という。）について 

 ア 財団法人地方自治情報センターに設置されたチェックリスト問い合わせ窓口の電

話番号等の公開によって、「業務妨害が可能となる」などとされているが、単なる蓋

然性を述べたにすぎず、具体的な危険性を説明していない。 
  
イ 財団法人地方自治情報センターの各部署の電話番号、FAX 番号はホームページ上
でも公開されており、本問い合わせ窓口のみを非公開とするのは、「過剰防衛」とい

わねばならない。 
 
第３ 諮問庁の説明要旨 
      非公開理由説明書及び意見陳述において述べられた非公開理由は、次のとおり要約さ 
    れる。 
  



 4

１ 非公開とする理由 

  (1) 「非公開部分１」について 

       ア 「非公開部分１」には、各調査項目について市町の回答事項が記載されている。 

 

イ  これが明らかになると、当該市町における住民基本台帳ネットワークシステム

のセキュリティ対策の現状が分かってしまい、これらの情報はシステムの攻撃者

が、攻撃対象を選択するための有益な情報となり、調査項目のうち満点でない市

町に攻撃が集中するおそれがある。 

 

(2)  「非公開部分２」及び「非公開部分３」について 
      ア 「非公開部分２」には、調査項目ごとに満点（３点）でない場合の市町村がと

るべき対策案の具体例が、「非公開部分３」には、チェックリストの対策案に係

る要領・手順書の参考として具体的に要領・手順書の例が記載されている。 

   

イ これが明らかになると、市町における住民基本台帳ネットワークシステムの

具体的なセキュリティ対策が推測される。これらの情報は、システムの攻撃者

に対して有益な情報となり、不正な侵入等の危険を増大させ、不正行為を助長

するような情報であり非公開とされるべきである。 

 

(3) 「非公開部分４」について 
    ア 「非公開部分４」には、チェックリスト問い合わせ窓口として、指定情報処

理機関である財団法人地方自治情報センターの電話番号、FAX 番号、e-mail ア

ドレスが記載されている。 

 

    イ この情報を明らかにすると、地方公共団体に成りすまして情報を盗用するこ

とが可能になる。また、悪意を持った妨害者が、電話、FAX、e－mail を短時間

に集中して行うことで、回線を占有するなどして、財団法人地方自治情報セン

ター及び地方公共団体の業務を妨害することが可能となる。 

 
  (4) 公開により生ずる支障 
     これらの非公開部分が公開された場合における不正行為等が発生する蓋然性は、 

必ずしも高くはないが、住民基本台帳ネットワークシステムに対するセキュリティ

対策の現状を公開することで、不正行為等によって住民基本台帳ネットワークシス

テムに支障が生じる危険性は増大する。ひと度、不正行為等によって住民基本台帳

ネットワークに支障が生じた場合における影響は計り知れない。 
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  (5) 非公開条項の該当性について  
   ア 「非公開部分１」、「非公開部分２」及び「非公開部分３」については、住民基

本台帳法第 30条の 31にいう「本人確認情報の電子計算機処理等に関する秘密」
であるから、条例第６条第４号に該当する。 

 
    イ さらに「非公開部分１」、「非公開部分２」、「非公開部分３」及び「非公開部

分４」は、県等の機関が行う事務に関する情報であって、公にすることにより、

当該事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報が

記録されているので、条例第６条第６号に該当する情報であるといえる。 
 
   ウ 「非公開部分４」については、法人に関する情報であって、公にすることによ

り、当該法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるため、

条例第６条第２号に該当する。 
 
第４ 審査会の判断 
 １ 本件公文書の概要と性格 
   本件公文書は、「平成 17 年度『住民基本台帳ネットワークシステム及びそれに接続

している既設ネットワークシステムに関する調査表による自己点検』集計結果一覧表

（兵庫県）」（以下「本件公文書１」という。）及び「平成 17 年度『住民基本台帳ネッ
トワークシステム及びそれに接続している既設ネッワークに関する調査表による自己

点検』及び『システム運用監査』の実施について（平成 17年６月 13日付け市振第 1429
号市町振興課長通知）」（以下「本件公文書２」という。）である。 

 
本件公文書は、平成 17年度において、住民基本台帳ネットワークシステムのセキュ

リティ強化のために、総務省自治行政局市町村課からの指示に基づき、全国の市区町

村が一斉に全国共通の項目で実施した自己点検に関係する文書としての性格を有して

いることから、全国の地方公共団体に及ぼす影響等も勘案しながら、条例の非公開事

項に定める情報に該当するか否かについて慎重に判断する必要がある。    
 
 ２ 非公開条項の該当性について  
  (1) 「非公開部分１」について 

ア  条例第６条第４号は、「法令若しくは条例の規定により、又は法律若しくは
これに基づく政令による明示の指示により、公にすることができない情報」が

記録されている場合を除き、公文書を公開しなければならない旨規定する。 

   また、住民基本台帳法第３０条の３１第１項は、「住民基本台帳法第３０条の

５第１項の規定による通知に係る本人確認情報の電子計算機処理等に関する事務
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に従事する都道府県の職員若しくは職員であつた者は、その事務に関して知り得

た本人確認情報 に関する秘密又は本人確認情報の電子計算機処理等に関する

秘密を漏らしてはならない。」と規定されている。 

   住民基本台帳法第３０条の３１第１項の規定は、「秘密」とされた情報につい

て守秘義務を課す規定であるから、この「秘密」とされた情報は法令等により

公にすることができないという条例第６条第４号の要件に該当する。 

      なお、ここで規定する「秘密」の性質については、職務の遂行上知り得た秘

密を漏らした場合、全国的なシステムに対して不正アクセス等の危険が高まる

おそれがあり、その結果県民の行政に対する不信の念を引き起こすこととなる

とともに、行政の遂行に重大な支障を及ぼすおそれがあることから、職員に対

し秘密の保持を義務付けしたものであって、知り得たすべての情報を秘密とす

るような形式秘ではなく、非公知の情報で実質的にもそれを秘密として保護す

るに値すると認められる実質秘と解すべきである。 

 
イ   実施機関は、「非公開部分１」が公開されると、当該市町における住民基本台帳
ネットワークシステムのセキュリティ対策の現状がわかってしまい、これらの情

報はシステムの攻撃者が、攻撃対象を選択するための有益な情報となり、調査項

目のうち満点でない市町に攻撃が集中するおそれがあると主張する。しかしなが

ら「非公開部分１」のうち、別表の「公開すべき部分」については、平成１７年

度以前に重要点検項目とされており、公開してもセキュリティ対策に支障がない

ことが総務省によって公表されていることから、実質的にそれを秘密として保護

するに値するものとは認められないため、公開すべきである。 

    
      ウ なお、その余の部分については、これらが公開されると、システムの攻撃者が、

攻撃対象を選択するための有益な情報になると考えられるため、非公開とした実

施機関の判断は妥当である。   
  
(2) 「非公開部分２」について 

      ア 実施機関は、「非公開部分２」が公開されると市町における住民基本台帳ネット
ワークシステムの具体的なセキュリティ対策が推測されるため、これらの情報は、

システムの攻撃者に対して有益な情報となり、不正な侵入等の危険を増大させ、不

正行為を助長するような情報であると考えられることから、非公開とされるべきで

あると主張する。 

しかしながら、「非公開部分２」のうち、別表の「公開すべき部分」については、

既に実施機関が公開している情報であることから、実質的にそれを秘密として保護

するに値するものとは認められないため、公開すべきである。 
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イ なお、その余の部分については、システムの攻撃者に対して有益な情報となり、

不正な侵入等の危険を増大させ、不正行為を助長するような情報であると考えら

れることから、非公開とした実施機関の判断は妥当である。   
 
(3) 「非公開部分３」について  
ア 実施機関は「非公開部分３」が公開されると市町における住民基本台帳ネット

ワークシステムの具体的なセキュリティ対策が推測されるため、これらの情報は、

システムの攻撃者に対して有益な情報となり、不正な侵入等の危険を増大させ、

不正行為を助長するような情報であると考えられることから、非公開とされるべ

きであると主張する。 

しかしながら「非公開部分３」のうち、別表の「公開すべき部分」については、

(2)で公開すべきとしている対策案の設問項目に当たるような項目名とほぼ同一で
あることから、実質的にそれを秘密として保護するに値するものとは認められな

いため、公開すべきである。 

 

    イ なお、その余の部分については、システムの攻撃者に対して有益な情報となり、
不正な侵入等の危険を増大させ、不正行為を助長するような情報であると考えられ

ることから、実施機関の判断は妥当であり、非公開とする。   
 
 (4) 「非公開部分４」について  

  「非公開部分４」は自治体職員だけに知らされている情報であり、これが公にさ
れると、自治体職員になりすました情報盗用や当該 e－mail アドレスへの大量のメ

ール送付など、財団法人地方自治情報センターの適正な業務に支障を及ぼすことが

考えられ、当該団体の正当な利益を害するおそれがあるものと認められることから、

当該情報は条例第６条第２号に該当するとした実施機関の判断は、妥当である。 
    
(5)   なお、実施機関は、「非公開部分１乃至非公開部分４」について、いずれも条例第

６条第６号にも該当すると主張するが、「非公開部分１乃至非公開部分３」では、第

４号と第６号にいう非公開理由は実質的に同一のものであることから、上記結論に

変わりはなく、また「非公開部分４」では、条例第６条第２号に該当すると認めら

れることから、改めて、条例第６条第６号に該当するか否かについての判断を行わ

ないものとする。 
    
３ 以上のことから、「第１ 審査会の結論」のとおり判断するものである。 
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別表 

 本件処分で非公開とされた部分 公開すべき部分 
本

件

公

文

書

１ 

（非公開部分１） 
回答欄及び回答集計欄（項目名含む） 
 
 
 
 

設問番号７～２０、３６～

４０、６０～６４に係る回

答欄及び回答集計欄 

（非公開部分２） 
別添「住民基本台帳ネットワークシステム及びそれに接続

している既設ネットワークに関する調査表」の参考資料２ 

大分類欄、中分類欄、小分

類欄、管理目標欄及び対策

案のうち吹き出し部分 
（非公開部分３） 
財団法人地方自治情報センター「チェックリストの対策案

に係る要領・手順書の参考例」のうち（別紙１）～（別紙

２０） 

（別紙１）～（別紙２０）

の表題及び大項目、中項目 

 
 
 
 
本

件

公

文

書

２ 
 
 

（非公開部分４） 
平成 17年６月 10日付け総行市第 513号総務省自治行政局
市町村課長通知の別紙１及び財団法人地方自治情報センタ

ー「チェックリストの対策案に係る要領・手順書の参考例」

のうち指定情報処理機関（チェックリスト問い合わせ窓口）

チェックリスト担当の電話番号、FAX 番号、e-mail アドレ

ス 

 
 

 
（参考）            審 査 の 経 過 
    年 月 日        経    過 

 １８． ３． ９ ・諮問書の受領 

 １８． ４．２５ ・諮問庁の非公開理由説明書の受領 

 １９． ４．２０ 

（第１８４回審査会） 

・諮問庁から非公開理由の説明聴取 

・審議 

 １９． ６．１８ 

（第１８６回審査会） 

・諮問庁から非公開理由の説明聴取 

・審議 

 １９． ８．２８ 

（第１８８回審査会） 

・諮問庁から非公開理由の説明聴取 

・審議 

 １９． ９．２６ 

（第１８９回審査会） 

・審議 

・答申 
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